SICORP日V4共同研究公募 日本側応募申請書
「先端材料」領域
１．課題名
※日本語課題名はe-Radでの入力と同一。英語課題名は相手側研究代表者の申請登録内容と同一。

　日本語：　
　英　語：　
　英語略称（Acronym）：
　プロジェクト構成：　□1+4　□1+3　□1+2
参加国：■日本　□チェコ　□ハンガリー　□ポーランド　□スロバキア
□その他 [　　　　　　　]
※プロジェクト構成、参加国を■に変更　※その他の場合は■に変更し、国名を記載
２-１．（１）日本側研究代表者（Project Leader）
※ 所属・役職は正式名称であることを確認。
役　割：　□Principal Project Leader　□Secondary Project Leader　（該当を■に変更）
日本語：　科学 太郎
　日本語：　組織名 部署名 役職
　英　語：　Taro KAGAKU
　英　語：　役職 部署名 組織名
届け先住所：　〒
　電　話：
　E-mail：

本事業以外の競争的資金制度等の応募資格制限の有無　□有　□無　（該当を■に変更）
２-１．（２）日本側研究分担者
※日本側研究参加メンバーのうち、研究代表者以外で、JSTと委託研究契約を締結し研究費を受領して研究を進める予定の方について記載。研究代表者と異なる機関に所属し、自身の所属機関において、直接委託研究費を受領し、執行する（会計処理を行う）方が該当。

氏名　所属機関 部署 役職
２-２．相手側研究代表者（Project Leader）
※ 日本語表記は日本側研究代表者が作成のうえ必要に応じて相手側研究代表者へ確認。
※　本情報は採択時にWEBにて公開されます。
国　名：　□チェコ　□ハンガリー　□ポーランド　□スロバキア　（該当を■に変更）
役　割：　□Principal Project Leader　□Secondary Project Leader　（該当を■に変更）
　日本語：　ジョー・サイエンス
　日本語：　所属機関 部署 役職
　英　語：　Joe SCIENCE
　英　語：　役職 部署 所属機関
２-３．相手側研究代表者（Project Partner）　※複数国の場合複製して使用
※ 日本語表記は日本側研究代表者が作成のうえ必要に応じて相手側研究代表者へ確認。
※　本情報は採択時にWEBにて公開されます。
国　名：　□チェコ　□ハンガリー　□ポーランド　□スロバキア　（該当を■に変更）
役　割：　■Project Partner
　日本語：　ジョー・サイエンス
　日本語：　所属機関 部署 役職
　英　語：　Joe SCIENCE
　英　語：　役職 部署 所属機関
３．課題説明文
　※ 日本語は１文、英語は２文以内で研究の対象と意義をまとめる。
　日本語：　本研究は、・・について・・することで・・を目指すものです。
　英　語：　This collaborative research aims to･･･
４．課題概要
　※ 日本語は５００字以内、英語は１０００字または１５０単語以内でまとめる。非専門家でも読解可能な表現とし、研究概要を表す図を入れて説明のこと。なお、英語は可能な限り日本語の対訳文に近づけること。
　※図は研究の内容をもっとも端的に表現するものとするが、図中には研究目的、期待される成果（定量的数値目標があれば含む）、日本と研究参加国の役割分担などを含めてもよい。
　※本情報は採択時にはWEBで公開されるため、一般的に理解しやすい表現にするとともに、非公開情報等に留意のこと。
　日本語：
　本研究は、・・を目的とする。具体的には、日本側チームは・・を行い、○○国側チームは・・を行い、○○国側チームは・・を行う。○カ国のチームによる共同研究を通して・・が期待される。
　英　語：　
This collaborative research aims to…. Specifically, the Japanese research team　will…. XXX team will…. XXX team will…. Through this collaborative research among X countries, it is expected…
＜以下は日本語のみ＞
５-１．共同研究の背景　
　※ ２００文字以内をめどに、提案の社会的背景と学術的背景を含める。
５-２．共同研究の目的
　※ ３００文字以内をめどに、研究成果から将来もたされうる社会課題の解決や人間生活へのインパクトを含める。
５-３．共同研究の達成目標
　※ １２０文字以内をめどに、既存研究・技術などベンチマークとなる定量指標と比較しつつ、本研究の優れている点を述べること。
　※ ５-２の目的に照らして本研究で達成を目指す目標の位置づけを示す。
５-４．共同研究とする意義
　※ 日本側と相手国側の強みを具体的に示すとともにそれらの相乗効果を説明する。
　※ 各国ごとに１２０文字程度、相乗効果１２０文字程度＋図表（任意）
５-５．期待される展開

　※どのようなものに今後役立つのかを説明する。
※１２０文字程度で記載する。
５-６．研究実施の際、考慮すべき点
　※目標を達成する上で克服すべき困難、障壁となっているポイントについて説明する。
※１２０文字程度で記載する。
６．備考欄

※ 公募要領別紙の第2章「公募・選考における利益相反マネジメントの実施」の(2)PIの利益相反マネジメント、(3)JSTの利益相反マネジメントを参照の上、「PIに関係する機関」を参画機関とする場合、もしくはJSTの出資先企業を参画機関とする場合には、この欄に申告。
※ e-Radの研究目的欄へは5-2の内容を、研究概要欄へは4の内容を転記してください。
※法令等の遵守、人権の保護、知的財産取扱への対応について、提案内容に照らして各項目の該当／非該当（対象／対象外）を選択してください。該当するものは「□」を「■」と記載してください。（複数選択可）　「その他」に該当する場合、内容を具体的に記載してください。
	法令等の遵守、人権の保護、知的財産取扱への対応　

	（１）安全保障貿易管理の対象となる行為を伴う研究

	[□対象外]
	（　対象外とした判断理由を具体的にご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	[□対　象]
※右欄の該当部分を「■」
※複数選択可
	試料、装置や情報を相手国・地域に持ち出し、提供する予定である
□　リスト規制、キャッチオール規制に該当する可能性は無い
□　リスト規制に該当する可能性があり、適切に輸出措置を行う
　　（　具体的に実施事項をご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□　キャッチオール規制に該当する可能性があり、適切に輸出措置を行う
（　具体的に実施事項をご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（２）生物遺伝資源等利用に伴う各種規制に対応する必要がある研究

	[□非該当]
	（　非該当とした判断理由を具体的にご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	[□該　当]
※右欄の該当部分を「■」
※複数選択可
	遺伝資源を含む試料等を相手国・地域に持ち出し、提供する予定である
日本国内で遺伝子組換え生物等を用いる際の規制措置に該当する
□　カルタヘナ法を遵守し、各種申請を適切に行う
　　（　具体的に実施事項をご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□　名古屋議定書の国内措置であるABS指針に従う
　　（　具体的に実施事項をご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□　その他（　具体的に実施事項をご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（３）個人情報の取り扱いの配慮を必要とする研究

	[□非該当]
	（　非該当とした判断理由を具体的にご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	[□該　当]
※右欄の該当部分を「■」
	個人情報を伴う調査・研究等を実施する予定である
□　個人情報保護に関する法律を遵守する
　　（　具体的に実施事項をご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（４）知的財産等の取扱に対する配慮が必要な研究

	[□非該当]
	（　非該当とした判断理由を具体的にご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	[□該　当]
※右欄の該当部分を「■」
※複数選択可
	試料や装置、研究情報や結果を相手国・地域と共有する予定である
□　国際共同研究契約を締結する
□　秘密保持契約を締結する
□　物質移動合意書を締結する
□　その他（　具体的に実施事項をご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（５）・生命倫理及び安全対策に対する取組を必要とする研究
・人権及び利益の保護の取扱いに対応する必要がある研究
・社会的・倫理的配慮を必要とする研究

	[□非該当]
	（　非該当とした判断理由を具体的にご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	[□該　当]
	（　　　　　該当する場合、研究内容および対策への取り組み　　　　
について具体的に記載ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


上記のとおり相違ありません。
年　　月　　日   
（所属機関名）　　　　　　　　　　
（所属部署）　　　　　　　　　（役職名）
（氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
国立研究開発法人
科学技術振興機構
英文研究提案書（Application Form）に関する
安全保障輸出管理に係るチェックシート
ご提出いただく英文研究提案書（Application Form）は審査のためV4諸国の参加支援機関と共有します。
そのため、以下の安全保障輸出管理に係るチェック事項にご回答ください。
	記入者名／日付
	

	所属機関名
	

	課題名/技術名
	

	研究の概要（目的）
	


チェック依頼事項
＊ご記入に際して、所属機関の安全保障輸出管理担当部署にご相談いただければ幸いです。
	①研究提案書に設計、製造又は使用の技術（以下、「技術情報」*1（別紙））が含まれていますか？

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□含まれている　□含まれていない　□分からない

	②「技術情報」が含まれていない、又は分からない場合は、その根拠を簡単に記載して下さい。

	


　→含まれていない、又は分からない場合は、以上でチェックシートのご記入は終了です。
　＊前項で含まれているとご回答いただいた場合、次の②項にご回答ください。
	②研究提案書に「技術情報」が含まれている場合、全て「公知の技術」*2（別紙）であるかどうか？

	□全て「公知の技術」　　　　□全て「公知の技術」ではない　　　　　　□分からない


　→全て「公知の技術」の場合は、以下③項にご回答ください。
　  全て「公知の技術」ではない場合は、以下④項にご回答ください。
　＊全て「公知の技術」の場合、次の③項にご回答ください。
	③全て「公知の技術」である場合、論文等の概要を記載ください。（複数の場合はリストを添付願います。）

	　論文名
	

	　掲載誌名
	

	　掲載日
	

	　url/doi
	

	　その他（公開特許情報、公開セミナー議事録等）
	


　→すべて「公知の技術」の場合は、③項にご記入いただくことで終了です。
　＊全て「公知の技術」ではない場合、次の④､⑤項にご回答ください。
	④リスト規制技術に該当していますか？（分からない場合、⑤項にご回答ください）

	　□はい　　□いいえ　


	⑤外為令別表の該当項目がお分かりであれば、ご記入ください。

	　□分かる　　　外為令別表＿＿＿項＿＿＿号に該当である。
　□分かる　　　外為令別表＿＿＿項＿＿＿号に品目が該当するが、仕様に非該当である。
　□分かる　　　外為令別表＿１＿項＿　15号の何れの項目にも該当しない。品目として対象外である。
□分からない　外為令別表＿＿＿項＿＿＿号に該当あるいは相当する可能性があるが判断が難しい。
□分からない


　以上でチェックシートのご記入は終了です。
国立研究開発法人
科学技術振興機構
英文研究提案書（Application Form）に関する
安全保障輸出管理に係るチェックシート　
別紙
「備考」
＊１　技術情報
　　　次の解釈による技術を含む情報を技術情報とする。
　　　・技術とは
貨物の設計、製造又は使用に必要な特定の情報をいう。
・設計とは

設計研究、設計解析、設計概念、プロトタイプの製作及び試験、パイロット生産計画、設計デ ータ、設計データを製品に変化させる過程、外観設計、総合設計、レイアウト等の一連の製造過程の前段階のすべての段階をいう。 

・製造とは

建設、生産エンジニアリング、製品化、統合、組立て(アセンブリ）、検査、試験、品質保証等のすべての製造工程をいう。 

・使用とは
　操作、据付(現地据付を含む｡）、保守(点検）、修理、オーバーホール、分解修理をいう。

＊２　公知の技術
公知の技術の要件を満たす場合は、貿易外省令第９条第２項第九号の例外規定にあたり、役務許可を取得することなく、当該技術は提供可能となる。
要件（以下のいずれかに該当するもの）：
イ　新聞、書籍、雑誌、カタログ、電気通信ネットワーク上のファイル等により、既に不特定多数の者に対して
公開されている技術を提供する取引
ロ　学会誌、公開特許情報、公開シンポジウムの議事録等不特定多数の者が入手可能な技術を提供する取引
ハ　工場の見学コース、講演会、展示会等において不特定多数の者が入手又は聴講可能な技術を提供する取引
ニ　ソースコードが公開されているプログラムを提供する取引
ホ　学会発表用の原稿又は展示会等での配布資料の送付、雑誌への投稿等、当該技術を不特定多数の者が入手
又は閲覧可能とすることを目的とする取引
 

令和　　年　　月　　日
確認書　
国立研究開発法人科学技術振興機構　御中
                                    　　    （研究代表機関）
                                     　      機関名
                                     　      機関長名          　　　             公印
国際科学技術共同研究推進事業 戦略的国際共同研究プログラム（SICORP）に提案する下記の研究提案が採択された場合、研究実施にあたり、安全保障貿易管理上の取組、生物遺伝資源等に関する規制への対応、個人情報の取扱、生命倫理・安全対策などについて想定されるリスクの評価と法令上必要な手続きを履践することに加え、必要に応じて学内等の倫理委員会を開催して承認を得ることを研究機関の責任として確認します。またそれらのための適正な管理を行う環境や体制を整えます。
記
○提案課題名　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
○研究代表者　　　　　所属部署　　　　　　　　

役　　職
氏　　名　
安全保障貿易管理上の取組、生物遺伝資源等に関する規制への対応、個人情報の取扱、生命倫理・安全対策などについて想定されるリスクの評価と法令上必要な手続きを履践することに加え、必要に応じて学内等の倫理委員会を開催し承認を得る旨の確認書を、申請書とともにJSTに提出してください。やむをえない事情などにより、確認書の提出が公募締切に間に合わないと見込まれる場合は、事前にjointv4@jst.go.jpまでお問い合わせください。
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